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改訂内容 

改訂頁 内容 

P.38 
問題 3－4 
〔1〕（注） 

贈与の年の合計所得金額が 2,000 万円以下

↓

贈与の年の合計所得金額が2,000万円（新築、取得、増改築等をした住宅

用家屋の床面積が一定の規模未満である場合には、1,000万円）以下 

P.39 
問題 3－4 
〔4〕 ①

(ﾆ)を削除の上、(ﾊ)を下記のとおり修正してください。

(ﾊ) 令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの契約…1,000 万円

↓

(ﾊ) 令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 12 月 31 日までの契約…1,000 万円



改訂頁 内容

P.39  
問題 3－4 
〔4〕 ②

(ﾆ)を削除の上、(ﾊ)を下記のとおり修正してください。

(ﾊ) 令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの契約…500 万円

↓

(ﾊ) 令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 12 月 31 日までの契約…500 万円

P.40 
問題 3－4 
〔4〕 ①

(ﾊ)を削除の上、(ﾛ)を下記のとおり修正してください。

(ﾛ) 令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの契約…1,500 万円

↓

(ﾛ) 令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 12 月 31 日までの契約…1,500 万円

P.40 
問題 3－4 
〔4〕 ②

(ﾊ)を削除の上、(ﾛ)を下記のとおり修正してください。

(ﾛ) 令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの契約…1,000 万円

↓

(ﾛ) 令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 12 月 31 日までの契約…1,000 万円

P.42 
問題 3－5 
〔1〕

令和 3 年 3 月 31 日

↓

令和 5 年 3 月 31 日

P.46 
問題 3－6 
〔1〕

令和 3 年 3 月 31 日

↓

令和 5 年 3 月 31 日

P.97 
問題 6－2 
〔1〕 

〔1〕 短期非居住贈与者をすべて削除してください。



下記のとおり差替えをお願いいたします。

P.43 
問題 3－5〔5〕贈与者が死亡した場合

贈与者（教育資金管理契約に基づくその受贈者の直系尊属をいう。）が教育資金管理契 
約に基づき信託をした日、預金若しくは貯金をするための贈与をした日又は有価証券の購 
入をするための贈与をした日からこれらの教育資金管理契約の終了の日までの間に死亡し 
た場合には、次に定めるところによる。なお、贈与者の死亡の日において受贈者が23歳未 
満である場合、学校等に在学している場合又は教育訓練を受けている場合には適用しない。 

 受贈者については、贈与者が死亡した日における非課税拠出額から教育資金支出額 
（学校等以外の者に支払われる金銭については、500万円を限度とする。以下同じ。） 
を控除した残額（以下「管理残額」という。）を贈与者から相続又は遺贈により取得 
したものとみなす。 
 贈与者から相続又は遺贈により管理残額以外の財産を取得しなかった受贈者につい 
ては、生前贈与加算の規定は適用しない。

P.47 
問題 3－6〔5〕贈与者が死亡した場合

贈与者（結婚・子育て資金管理契約に基づくその受贈者の直系尊属をいう。）が結婚・ 
子育て資金管理契約に基づき信託をした日、預金若しくは貯金をするための贈与をした日 
又は有価証券の購入をするための贈与をした日からこれらの結婚・子育て資金管理契約の 
終了の日までの間に死亡した場合には、次に定めるところによる。 

 受贈者については、贈与者が死亡した日における非課税拠出額から結婚・子育て資 
金支出額（結婚に際して支出する費用については、300万円を限度とする。以下同じ。） 
を控除した残額（以下「管理残額」という。）を贈与者から相続又は遺贈により取得 
したものとみなす。 
 贈与者から相続又は遺贈により管理残額以外の財産を取得しなかった受贈者につい 
ては、生前贈与加算の規定は適用しない。






